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あとがき 方式から撹源iRi環型方式へ、化石溢源依存から再

生可能エネルギー利川方式への蛎換が急速に進む

だろう。すでにデンマークでは地力の'8％を風力

発電でlMiい、ドイツの風力発112投備は1000万ｋＷ

を越えた。このような流れは2111:紀を通じてます

ます勢いを堀していくだろう。なぜなら、「京都

縦走ｉｌＩＪの596iiﾘ減'二l標が述成ぎれたとしても気

温上昇はまだⅡ二まらないからである。CCZの大気

｢１１濃度のjﾛｶ１１を｣こめるには、ｌｌＷ１Ｌの排出jil:の6096

以上をiIjU減しなければならず、そのために「京都

議定111:」以降も吾らなる排}１１削減を継続しなけれ

ばならないからである。それは非柑に困難を伴う

ことではあるが、その鑑力は人緬の健全な生存が

係iilIiきれる持続ij｢能な未来づくりにつながるはず

である。

峨近、持続可能性にllUする環境教育がしばしば

論繊きれるようになってきた。1992年に「Ｈ本の

科学者」誌に糀謝の織文「持続可能な社会をめざ

す大学環境教fr」がlHjlfされたときも、９４年に本

学会第５回大会で「捗統可能な}I:会榊築のための

総合的・統合､9環境教ffの爪要性」を発表したと

きも、「持続7,J能な祉会などをkl指すべきではな

い」とか「それは脳1,J教ｱｉｆではないか」とかの批

判を受けたことをAllうと隅１１tの蝶がある。環境教

育が目指すべきゴールは不可逆的環境変化を食い

,１２める持絃可能な社会の爽現であることはiIU違い

ないと思う。持続可能な社会の内容とそれに至る

プロセスを科学n9に解'ﾘIしつつ、教育に反映させ

ていくことが今後、ますますjK要性をⅢしていく

だろう。本学会と本誌が、それを１１k巡するため力

を発抓できるように伊努ｿ｣していきたいものであ

る。
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2003年は地球環境保全史上、並要な転換点にな

りそうである。「東梛縦走111Ｊの発効が確実視さ

れるからである。地球温暖化防止のために先進国

がCO2などの温籠効果ガス排出並を2008～12年

までに1990年比で平均596程皮のiiU減目標を掲げ

る「〕繩|職定10F」が発効するには二つの要件があ

る。ひとつは縦走11Fの批准I豆1が55ケ国以上になる

こと、もうひとつは先進区]の温室効果ガス総排出

iiiのうち55％以｣品を占める先進国が批准をするこ

とである。ＩｉＩ瀞については、これまでに100ヶ国

が批iI[:してクリアーされているが、後者について

は現在の批准1画lの排llMitは44％で発効要件をilMiた

していない。ただ、未批准の３ヶ国のうち、議定

iIlF離脱を斐叫lしたアメリカとそれに追随するオー

ストラリアの批ilkは期待できないが、ロシアが今

年中に批准し、発効要I1l:を満たすことが確実視き

れているのである。

地球温暖化が堀境１NⅡｕのなかでとくに重視され

るのは、その巡行により、地球が16億年の歴史を

j、じて築いてきた職かな生態系を含む自然の仕組

みが根底から破壊され、不可逆的変化によって未

来１１代の健全な生存が持続不可能になるからであ

る｡過去100年１１１１で約0.6度Ｃの気温上昇によりす

でに世界１１'の氷河の後退や極地の氷棚jji懐・海面

｣ﾆｹﾞﾄによるDiHM掴への悪影騨、珊瑚の白化や樹木

の枯死などの4k態系混乱、異常気象の多発など、

ざまざまな影聯が現れている。ＩＰＣＣ（気候変動

にlＨ１する政MflIlIパネル）によれば、２１世紀の100

年11Ⅱの女(iliLﾋｹﾞ１.巾MがIiil;大5.8皮Ｃ、かなりの対策

を繩じたケースでも2腹ＣＩｉｉ後にもなることが千

il1Iきれ、不1iJ辿的変化を含む放大な影響が危倶き

れている。

このような１１態を防止する上で「京都議定香」

の発効は岐初の一歩であり、2003年はこれまでの

COzj伽Ⅱ型社会からCO2iil1減型社会への転換点

となる。榔生不能ff源に依ｲH2する大最土龍・消YIi
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